
多様な人材が、いきいきと
活躍できる職場づくりを

女性活躍推進法の

人口減少と深刻な人手不足が進む中、
女性活躍推進は、企業の存続と成長を左右する重要な経営課題です。

1 女性活躍推進法とは？

将来の労働力不足が懸念れされる中で、人材の確保・定着
や社員のモチベーション向上のためにも、女性の活躍推進
は引き続き重要です。

女性活躍推進法に取り組む理由
優秀な人材の
確保と定着 法改正対応 企業の成長

2 事業主の皆さまにお取り組みいただくこと

01 自社の状況の把握・分析

女性の活躍に関する状況（基礎項目）
を把握し、課題を分析します。

02 行動計画の策定・届出

課題等を踏まえた行動計画を策定し、
必要な届出を行います。

03 情報公表・取組の実施

行動計画に基づく取組を進め、必要な
情報を公表します。

3 役立つ情報・支援ツール

女性の活躍推進
企業データベース

行動計画の策定・
届出の手続き

行動計画策定、情報公表に
関するパンフレット

お取り組みはできていますか？

従業員数101人以上の会社は義務です！

このような状況を踏まえ、女性の個性と能力が十分に発揮
できる社会を実現するため、2016年から施行されました。

行動計画は、労働者へ周知と外部へ公
表をします。

認定制度
（えるぼし等）

詳細は裏面へ！

（厚生労働省HP）

（愛知労働局特集ページ）

自社の取組の公表がで
きるだけでなく、他社
の取組も検索できるサ
イトです。
情報公表をしていただ
いた場合は、年１回更
新がない場合、アラー
トが届くので、公表漏
れを防ぐことができま
す。



情報公表の改正 には対応していますか？

1 企業規模別の公表項目

2

企業規模 令和8年4月1日以降の必須公表項目

301人以上 男女間賃金差異＋女性管理職比率＋２項目以上（①と②）

101～300人 男女間賃金差異＋女性管理職比率＋１項目以上（①または②）

3 プラチナえるぼし認定には求職者等セクハラ防止措置の公表義務があります

これまで従業員数301人以上の企業に公表が義務付けられていた男女間賃
金差異について、101人以上の企業に公表義務を拡大するとともに、新た
に女性管理職比率についても101人以上の企業に公表を義務付けました。
（従業員数100人以下の企業は努力義務の対象です。）

※ 男女間賃金差異及び女性管理職比率に加え、従業員数301人以上の企業は、①「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に
関する実績」から１項目以上、②「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備の実績」から１項目以上の合計４項目以上、
従業員数101～300人の企業は、①及び②から１項目以上の合計３項目以上を公表することとなりました。

男女間賃金差異と女性管理職比率に関する情報公表の例

公表の場は、 「女性の活躍推進企業データベース」が最も適切です。

問い合わせ先 愛知労働局 雇用環境・均等部 指導課 052-857-0312

えるぼし認定 を目指しませんか？

えるぼし認定（１段階目）の基準の緩和や、女性の健康支援に関する基準を追加した
新しい認定（えるぼしプラス認定）を創設しました。

情報公表の詳細は
前頁QRコードから

ご確認を

認定制度の詳細は
前頁QRコードから

ご確認を

プラチナえるぼし認定
取得企業に、「求職者
等に対するセクシュア
ルハラスメント防止措
置」の内容を女性の活
躍推進企業データベー
スにて毎年公表して い
ることが義務づけられ
ました。

令和8年10月に事業主に義務づけられてい
るハラスメント対策に改正がありました。


